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	 第2 章	 区の人口 ・財政状況等

	 2-1	 文京区の地形

本区の地形の概要を下図で示します。 多くの河谷によって台地が刻みこまれており、

20m前後の高低差を持つ変化に富んだ地形となっています。

図2-1　文京区の地形
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2-2	 文京区の人口（推移 ・将来人口推計）

本区の総人口及び年齢3区分別人口について、 推移と見通しを下図に示します。

なお、 ここで扱う人口データの実績値については各年の住民基本台帳人口（各年1月1日

現在）、 推計値については総合戦略の将来人口推計を参照しています。

本区の人口は、 今後、 15年間増加を続け、 令和20（2038）年には258,907人となり、

それ以降は減少に転じ、 令和45（2063）年には令和5（2023）年の水準を下回る

221,872人になる見込みです。

また、 今後の年齢3区分別人口の見通しについては、 老年人口割合は増加する一方、 生

産年齢人口割合は令和10（2028）年の68.3%をピークに減少に転じ、 年少人口割合は

令和25（2043）年の14.9%をピークに減少に転じます。

令和50（2068）年には生産年齢人口割合は54.8%、 年少人口割合は9.8%まで落ち

込むことが見込まれる一方で、 老年人口割合は35.4％まで上昇することが見込まれてい

ます。

図2-2　総人口及び年齢3区分別人口の推移と今後の見通し

出典 ：将来人口推計（総合戦略）
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2-3	 文京区の財政状況

	1	 歳入

本区の歳入の推移を下表 ・ 図に示します。 直近10年間の歳入総額は約790～1,430億

円で、 増加傾向で推移しています。 令和4（2022）年度の歳入合計は約1,380億円となっ

ており、 内訳では一般財源が約54％で、 そのうち特別区税は約386億円と歳入全体の約

28％を占めています。 特別区税は、 生産年齢人口の増加とともに増収傾向にあります。

将来的には、生産年齢人口の減少が、特別区税収入に影響を及ぼすものと見込まれます。

表2-1　歳入決算額の推移

図2-3　歳入決算額の推移（グラフ）

出典 ：財政状況資料集
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	2	 歳出

本区の歳出の推移を下表 ・ 図に示します。 直近10年間の歳出総額は約760～1,322億

円で、 増加傾向で推移しています。 令和4（2022）年度の歳出合計は約1,320億円となっ

ており、 内訳では義務的経費が37％で、 そのうち扶助費は約267億円と歳出全体の約

20％を占め、 平成25（2013）年度と比較して約126億円増加しています。 また、 投資的

経費は年度によりばらつきがありますが、 歳出全体の約10～20％程度で推移しています。

将来的にも、 少子高齢化に伴う老年人口の増加に伴って、 扶助費が更に増加していくも

のと見込まれます。

表2-2　歳出決算額の推移

図2-4　歳出決算額の推移（グラフ）

出典 ：財政状況資料集
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	3	 総基金年度末残高、 特別区債年度末残高

本区の総基金年度末残高及び特別区債年度末残高の推移を下図に示します。 総基金年度

末残高については、 毎年、 財源不足の補填（財政調整基金）や、 公共施設等の大規模改修、

更新などへの活用（特定目的基金）のために、 基金を積み立てていますが、 近年の残高は

おおむね横ばいとなっています。 また、 特別区債残高については、 新たな起債の抑制や計

画的な償還により、 着実に減少していますが、 令和3（2021）年度及び令和４（2022）年

度は、 学校改築等で起債したため、 令和2（2020）年度の残高と比べて増加しています。

図2-5　総基金年度末残高、 特別区債年度末残高の推移

出典 ：財政状況資料集、 特別区決算状況（東京都）

	4	 財政指標等

本区の財政指標等として、 経常収支比率、 義務的経費比率、 公債費負担比率の推移を下

図に示します。

経常収支比率は、 毎年度、 経常的に支出される経費に充当された一般財源の額が、 経

常的に収入される一般財源などの合計額に占める割合です。 一般的な適正水準は、 70～

80%とされています。 平成28（2016）年度以降は、 80％を上回る水準が続いていまし

たが、 令和３（2021）年度以降は再び適正水準に回復しています。 特別区の平均値との比

較では、 ほぼ同じ水準で推移しています。

図2-6　経常収支比率の推移

出典 ：財政状況資料集、 特別区決算状況（東京都）
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義務的経費比率は、 人件費、 扶助費及び公債費からなる義務的経費の歳出総額に占め

る割合です。 この比率が低いほど財政の弾力性があり、 比率が高くなると財政が硬直化す

るとされています。 本区の過去10年間の推移をみると、 特別区の平均値と比較して低い

水準で推移しており、 弾力的であると言えます。

図2-7　義務的経費比率の推移

出典 ：財政状況資料集、 特別区決算状況（東京都）

公債費負担比率は、 公債費に充当された一般財源の一般財源総額に占める割合です。 こ

の比率が低いほど財政の弾力性があるとされています。 本区の過去10年間の推移をみる

と、 特別区の平均値と比較して低い水準で推移し、 数値は年々減少しています。

図2-8　公債費負担比率の推移

出典 ：財政状況資料集、 特別区決算状況（東京都）
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	 2-4	 社会情勢の変化

	1	 自然災害の多発

近年、 地球温暖化に伴う集中豪雨などの異常気象により、 我が国では洪水等の災害が頻

発しています。 小 ・ 中学校をはじめとする公共施設等は、 災害時には避難所等としての機

能が求められ、 本区においても、 確実にその機能を果たす必要があります。

また、 本区において特に被害が大きくなると想定される都心南部直下地震や多摩東部直

下地震等の発生を念頭においた、 施設の減災等の対策が必要となっています。

	2	 建築資材の高騰と工事の長期化

近年、 世界的な原材料の品薄 ・ 高騰の影響等により、 建築資材の価格高騰が続いていま

す。 今後、 本区において、 公共施設等の更新及び改修の需要が多く見込まれる中、 想定

以上の整備費用が必要になる可能性があります。

また、 原材料の品薄に加え、 民間企業の技術者不足等により、 工事の長期化が懸念され

ます。

	3	 新型コロナウイルス感染症に伴う生活様式の変化

新型コロナウイルス感染症の流行は、 全世界で人々の暮らしに大きな影響を与えました

が、 我が国においては、 民間企業を中心に、 テレワークなどのオンライン技術が進展した

ことが大きな変化の一つと言えます。 働く世代の地域で過ごす時間が増えることなどによ

り、 今後、 公共施設の利用者層や求められる機能が変わる可能性があります。


